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令和７年度事業実施報告について

（ア）神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援センター事業
【事業概要】
県民が安心して、日常生活圏で循環器病の医療や相談支援を受けることができるよう、相談支援体

制の整備及び医療連携体制を強化し、地域の包括的な支援体制を構築する

【事業内容】
○神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援センター事業業務委託

R7年度は聖マリアンナ医科大学病院に委託し、①～③を実施
①患者・家族等の相談支援窓口の設置及び運営（面談、電話、オンライン）
聖マリアンナ医科大学病院
開設日・時間 月～金 10:00～16:00（休診日除く）

②医療連携構築のための連絡会の設置及び運営
③地域の医療機関、かかりつけ医等を対象とした研修・勉強会の開催及び運営

⇒ 報告事項で聖マリアンナ医科大学病院より報告
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神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援センター
周知ポスター 1,000部作成
（効果的に周知するため、ナッジを活用）

県出先機関、各保健福祉事務所
各市町村・区役所
県内公共施設、医療機関、健診センター
県西地域郵便局（連携協定先）
県内未病センター 等に配布

○ ポスター作成

令和７年度事業実施報告について
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神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援セ
ンターのページを更新
（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/nf5/jy
unkanki/20240628sougoushien.html）

特設ホームページ（ポータルサイト）
に関しては、後ほど報告事項で報告

○ 県ホームページ

令和７年度事業実施報告について



【事業概要】
地域医療や人材育成の中心的な役割を担う

「心臓リハビリテーション強化指定病院」の人件費を補助する

交付対象者:市町村
対象経費:強化指定病院事業の実施に必要な経費（人件費、運営費）

【結果】
・川崎市で実施中（令和６～７年度）

（イ）心臓リハビリテーション推進事業

令和７年度事業実施報告について
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【事業概要】
心臓リハビリテーションの実施医療機関を増やすため、医療機関に対して

機器整備費の経費を補助する

交付対象者:県内に所在する病院等の開設者
補助対象:施設基準上求められている運動負荷装置及び運動負荷装置試験装置

上記の導入に係る設置費、運搬費（保守及び補償に係る費用は対象外）
単なる機器の買い替えは対象外

補助率:１/２ １医療機関当たり450万（上限）

【結果】
６/６～７/10 令和８年度事業希望調査実施
７月 ９医療機関を選定（新規４か所、増設５か所）

（ウ）心臓リハビリテーション設備整備事業

令和７年度事業実施報告について
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心臓リハビリテーション設備整備事業補助状況

令和７年度事業実施報告について
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県西県央湘南西部湘南東部横須賀
・三浦相模原川崎南部川崎北部横浜

新規１か所増設１か所新規１か所増設2か所新規１か所
増設１か所

新規１か所
増設１か所

令和
７年度

増設２か所増設１か所増設１か所

新規２か所
（うち１か
所はＲ７年
度希望から
前倒し）

増設２か所

(参考)
令和
６年度

増設２か所増設２か所新規１か所新規２か所新規１か所
(参考)
令和
５年度
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【配布先】
市町村、医療機関、健診機関、健康保険組合、
県保健福祉事務所・センター、川崎市消防局
郵便局、未病センター、第一生命
神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援センター
かながわ治療と仕事の両立推進企業 等

・循環器病予防啓発リーフレット
30,000部作成

・心臓リハビリテーション啓発チラシ
10,000部作成

令和７年度事業実施報告について

（エ）普及啓発
○ リーフレット作成等
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○ライトアップ
令和7年８月8日（金）～10日（日）
（健康ハートの日）
県庁本庁舎をレッドにライトアップ

令和７年度事業実施報告について

令和７年10月29日（水）
（世界脳卒中デー）
県庁本庁舎をブルーにライトアップ
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○循環器病対策講演会

知っておきたい循環器病の知識
～脳卒中・心臓病にかからないた
めに今日からできること～

日時 :令和７年11月1日（土）
対象者:県民
共催 :明治安田生命保険

相互会社
（県包括協定企業）

会場 :川崎市コンベンション
ホール

令和７年度事業実施報告について
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○循環器病対策講演会

令和７年度事業実施報告について

講師講演内容

神奈川県立保健福祉大学大学院 保健福祉学研究科 研究科⾧
講師:鈴木 志保子氏

改めて確認!
なぜ食べなくてはいけないのか?

身体活動・運動の効果的な進め方

脳卒中経験者（公益社団法人日本脳卒中協会 副理事⾧）
講師:川勝 弘之氏

脳卒中を知り予防する
～経験者から学ぶ備え～

神奈川県消防⾧会（川崎市消防局）AEDの使い方
～もしも目の前で人が倒れたら?～

参加者:８４名

【出展ブース】
・明治安田の健康チェックブース
・神奈川県消防⾧会によるAED体験ブース
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令和７年度事業実施報告について

講師講演内容

ソフィアメディ訪問看護ステーション麻生
管理者 佐藤 大輔 氏

「心配」を「安心」に変える!
在宅医療・介護等従事者のための「心不全」の基礎知識と
関わり方

神奈川県地域リハビリテーション三団体協議会
横浜鶴見リハビリテーション病院
言語聴覚士 清水 宗平 氏

言語聴覚士からみた 心不全とともに問題となりやすい食
事とのみ込みについて

○在宅医療・介護等従事者向け研修

参加者:１０１名

今さら聞けない 心不全のケアで押さえておくべきポイント
～再発・再入院、体力低下の予防のためにできること～

日時:令和８年２月18日（水）
対象:在宅医療・介護等に従事する者（職種不問）
方法:Web（Zoom）



○ 産業保健と連携した講演会
神奈川メンタルヘルス・治療と仕事の両立支援セミナー 2025

～はたらく人の体調悪化は、突然に!～
日時:令和７年11月５日（水）
対象:事業主、衛生管理者、産業医、労務管理、安全衛生担当者等
主催:神奈川メンタルヘルス・治療と仕事の両立支援対策推進連絡会議（県も構成員）
会場:神奈川公会堂 大ホール

令和７年度事業実施報告について

講師講演内容

神奈川産業保健総合支援センター産業保健相談員
ニシワキ法律事務所 弁護士 西脇 巧 氏

『就業機会と安全配慮、どちらを優先すべきか?』
～ 弁護士が法的な視点で勘所を解説します ～

聖マリアンナ医科大学 横浜市西部病院 脳神経内科部⾧
脳神経内科学准教授 医師 萩原悠太 氏

『本人も職場も困る、脳卒中になったらどうしたら良いの?』
～ 脳卒中専門医 兼 現役産業医がお教えします ～

参加者:２００名

14

（オ）治療と仕事の両立支援
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循環器病の治療と仕事の両立支援
のページを新たに作成
（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/
nf5/jyunkanki/jyunkanki-
ryoritsushien.html）

○ 県ホームページ作成

令和７年度事業実施報告について
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○ 県民意識調査（「県民ニーズ調査」を活用）
Ｒ7年10月 調査開始
Ｒ8年２月 結果公表

・循環器病に関する認知度の設問（令和５・６年度と同設問項目で実施）
①脳卒中の主な初期症状について知っていることについて
②脳卒中は発症後すぐに医療機関で適切な治療を行えば、

後遺症を含め予後が改善される可能性が高まることについて
③心臓病の再発を防ぐため、治療後のリハビリテーション

が重要であることについて

（カ）その他

令和７年度事業実施報告について

結果の詳細は報告資料１ー２のとおり
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令和７年度事業実施報告について
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121471,5158838861,698
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・ ３年間分の調査を比較し、３つの設問のすべての項目の認
知度が上がっている。

・「ろれつが回らない」は９割近くの県民に認知されている。

・「どれも知らなかった」と回答した人の割合は、
女性より男性の方が多く、最も多かったのは、男性２０歳
代以下である。

県民意識調査の結果
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令和７年度事業実施報告について

②脳卒中は、発症後すぐに救急車を呼ぶなど、医療機関で適切な治療を行えば、後遺症を含めたその
後の状態が改善される可能性が高まることを知っていますか。(○は１つ) 

無回答知らな
かった

知ってい
る全体

152091,4741,698

0.9％12.3％86.8％100％

・「知っている」と回答した人は９割近くい
て、３年間分の調査の結果はほぼ横ばいであ
る。

・「知らなかった」と回答した人の割合が最
も多かったのは、男性３０歳代である。

県民意識調査の結果
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11.5%
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R7
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知っていた 知らなかった 無回答
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令和７年度事業実施報告について

③心臓病は、ひとたび発症すると再発率が高いという特徴があります。再発を防ぐためには、治療後
の適度な運動療法を中心としたリハビリテーションが重要であることを知っていますか。(○は１つ) 

無回答知らな
かった

知ってい
る全体

137729131,698

0.8％45.5％53.8％100％

・５割以上の県民が「知っている」と回答
していて、２年前の調査結果より認知度が
上昇している。

・「知らなかった」と回答した人の割合が
最も多かったのは、男性４０歳代である。

県民意識調査の結果

53.8%

51.9%

46.5%

45.5%

47.3%

51.2%

0.8%

0.8%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7

R6

R5

知っていいた 知らなかった 無回答
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令和７年度事業実施報告について

（キ）循環器病の医療提供体制

これまでの対応疾患

R1～R3
検討会・実態調査等実施脳血管疾患

R5～R6調査実施心血管疾患

a 背景

○ 循環器病に係る医療提供体制について調査・分析を行い、現状を把
握する。
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令和７年度事業実施報告について

b 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査について

【調査目的】
令和３年度に実施した「脳血管疾患」の調査について、現状を把握するため、調

査を実施する

【調査方法】
県システム（kintone）を利用したアンケート調査

回答率調査対象調査期間

59.0％
（36/61施設）

61病院
県内の一次脳卒中センター（PSC）

認定施設

令和７年10月７日
～11月14日

調査項目及び結果の詳細は報告資料１ー３のとおり



設問３（４） 血管内治療の実施に関して、現在課題と感じる項目について
「救急隊員による適応患者の適切な判断」 12か所（33.3％）

設問３（５） 脳卒中患者の受入や治療（rt-PA療法・血管内治療）実施の課題に対する必要な支援・取組について
「救急隊員による適応患者の適切な判断」 13か所（36.1％） 等

⇒救急隊員等の人材育成の実施を検討する。

設問３（２） 脳卒中患者の治療実施に対してどのような課題があるかについて
「治療に必要な専門医や医療スタッフが不足している」 11か所（30.6％）

設問３（３） rt-PA療法の実施に関して、現在課題と感じる項目について
「ICU、HCU等の自院病床を拡充すること」 12か所（33.3％） 等

⇒専門医や医療スタッフの確保、病床拡充等、医療体制の整備に関しては、県全域での均てん化された質の高
い脳卒中診療の実現に向けて、県全体の課題として捉え、関係部署と協議しながら対策を講じていく。

令和７年度事業実施報告について
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c 調査結果まとめ及び今後の方針について



設問５（４） 脳卒中医療連携において必要なことについて
「急性期から維持期までの切れ目のない連携」 24か所（66.7％）
「明確な役割分担（急性期、回復期、維持期）」 20か所（55.6％）

設問５（５） 急性期病院から脳卒中患者の急性期くだり搬送体制について
「できている」 19か所（52.8％）

設問５（６） くだり搬送に関しての現在の課題について
「医療機関間の情報共有がスムーズでない」 15か所（41.7％） 等

⇒医療連携に関しては、脳卒中・心臓病等総合支援センターの連絡会や勉強会を通じて、各医療圏で急性期か
ら維持期までの切れ目のない連携体制や医療機関間の情報共有を強化していく。

令和７年度事業実施報告について

c 調査結果まとめ及び今後の方針について
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設問３（５） 脳卒中患者の受入や治療（rt-PA療法・血管内治療）実施の課題に対する必要な支援・取組について
「治療に関する住民への啓発活動」 16か所（44.4％）

設問５（４） 脳卒中医療連携において必要なことについて
「患者・家族への普及啓発」 18か所（50.0％）

設問６（１） 神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援センターの認知状況について
「知らなかった」 19か所（52.8％） 等

⇒引き続き、県民への正しい知識の普及啓発を継続していくとともに、脳卒中・心臓病等総合支援センターを
中心とした相談窓口を周知していく。

令和７年度事業実施報告について

今後の調査についても、関係部署と協議しながら進めていく。

c 調査結果まとめ及び今後の方針について

24



参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋

脳卒中患者の治療実施に対する課題について、
「治療中患者がいる場合、以降治療・受け入れが困難」

14か所（38.9％）
「治療に必要な専門医や医療スタッフが不足している」

11か所（30.6％）



参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋

rt-PA療法の実施に関する課題について、
「自院の血管内治療や外科的バックアップ体制を確保すること」 8か所（22.2％）
「ICU、HCU等の自院病床を拡充すること」 12か所（33.3％）



参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋

血管内治療の実施に関する課題について、
「自院に血管内治療専門医を確保すること」 13か所（36.1％）
「救急隊員による適応患者の適切な判断」 12か所（33.3％）



参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋

脳卒中患者の受入や治療（rt-PA療法・血管内治療）実施の課題に対する必要な支援・取組について、
「治療に関する住民への啓発活動」 16か所（44.4％）
「血管内治療を実施可能な医師の確保」 14か所（38.9％） 「救急隊員による適応患者の適切な判断」13か所（36.1％）



参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋

脳卒中医療連携において必要なことについて
「急性期から維持期までの切れ目のない連携」 24か所（66.7％） 「明確な役割分担（急性期、回復期、維持期）」 20か所（55.6％）
「医療機関間の情報共有」 19か所（52.8％） 「患者・家族への普及啓発」 18か所（50.0％）



急性期病院から脳卒中患者の急性期下り搬送体制について
「できている」 19か所（52.8％）
「できていない」 11か所（30.6％）

参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋



くだり搬送に関しての現在の課題について
「医療機関間の情報共有がスムーズでない」 15か所（41.7％）
「情報共有システム等で搬送先病院との連携が不十分」 14か所（38.9％）

参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋



参考 R7 脳血管疾患の医療提供体制に関する調査結果 抜粋

神奈川県脳卒中・心臓病等総合支援センターの認知状況について
「知らなかった」 19か所（52.8％）
「知っている」 17か所（47.2％）
「知っていて、脳卒中患者・家族に対して情報提供している」 ０か所（0.0％）
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・循環器病やCKDに特化したデータ分析結果（国保レセプト・特定健診データ
を活用）を県が市町村に提供。
・関係者との地域連携の場で、課題共有や事業見直しに活用。

循環器病やCKDに特化した市町村単位のデータ分析支援
（国保被保険者のレセプトや 国保特定健診データをもとに、県が市町村に対象者名簿を提供）

市町村と関係者との地域連携

県

連携
（循環器病・CKD対策

対象者選定、介入方法の検討） 循環器・腎臓
専門医

循環器病ＣＫＤ重症化予防事業

市町村

令和７年度事業実施報告について
（ク）循環器病CKD重症化予防事業
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１ 目的
市町村国保の高血圧対策事業における健診ハイリスク者及び治療中断者等に

適切な介入を行うことで、循環器病の発症予防や人工透析への移行を防止する
とともに、医療費の適正化を図る。

２ 事業スキーム
（１）モデル事業参加市町村

令和７年度～ 小田原市、厚木市、座間市、中井町、愛川町
令和８年度 公募の結果、５市町

（２）市町村による健診ハイリスク者及び治療中断者への対策
○ ハイリスク層のリストを基に、アプローチ方法等について郡市医師会等から
の助言により、連携を強化

○ 電話や直接訪問による健康状態の把握、特定健診及び医療機関の受診勧奨
（一部自治体では実施中）

新 R８年度から、さらに市町村支援を強化
（健診・受診データを活用して、被保険者の動向のデータ分析及び

効果的な媒体作成、受診勧奨等を県で委託）

令和７年度事業実施報告について
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（３）健診ハイリスク者及び治療中断者の抽出（国保連に委託）
○ 過去５年分（レセプト保存期間）の健診歴・受診歴を突合することにより、
「特定健診受診・医療機関未受診」（Ⅰエリア）及び「特定健診未受診・医療機関未受診」（Ⅳエリア）に該当する者を
抽出し、さらにその中から健診ハイリスク者及び治療中断者を抽出する。

○ 抽出したデータは全市町村に提供する。

うち f　糖尿病性を除く腎症なし　かつ

 a　高血圧等基準該当のみ 人 g　糖尿病性腎症なし 人

 a　高血圧等基準該当かつ　ｂ　腎機能低下 人 うち

 a　高血圧等基準該当かつ　ｂ　腎機能低下かつ h　高血圧治療中断(可能性あり)及び

人 i　糖尿病性除く腎症治療中断(可能性あり)かつ

j　糖尿病性腎症受診歴無し 人

人

　(aのみ 人

 　aかつb 人）

 　aかつbかつc 人）

ｅ　高血圧症あり 人

　(aのみ 人

 　aかつb 人

 　aかつbかつc 人

　　　　　　　　　健　診

　医　療

特定健診

受診　　　　　　人　 未受診　　　　　　人

医
 
療
 
レ
 
セ
 
プ
 
ト

人

高血圧症
受診なし

人

高血圧症
受診あり

人

うち

人

人

 c　特定保健指導非該当者

人e　高血圧症あり

うち　d　糖尿病性を除く腎症あり

うち　d　糖尿病性を除く腎症あり

健診ハイリスク者
治療中断者

Ⅰエリア

Ⅱエリア

Ⅳエリア

Ⅲエリア

令和７年度事業実施報告について
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健診ハイリスク者
●eGFR 59ml/分/1.73㎡以下
かつ、以下すべて
・高血圧 130/85以上
・HbA1c 5.6以上 or 空腹時血糖 100以上
・LDLコレステロール 120以上
・高血圧で医療機関未受診（直近１年）
・特定保健指導非該当者
治療中断者
●当該年度前年度を含む３年度内に、
・高血圧症薬の処方または生活習慣病管理料の算定の記
載がありかつ高血圧症に該当する傷病名が記載されたレセプ
トあり、当該年度に高血圧及び糖尿病性を除く腎症で受診なし
・糖尿病性除く腎症に該当する傷病名が記載されたレセプト
あり、当該年度に高血圧及び糖尿病性を除く腎症で受診なし

かつ、当該年度及び当該年度前年度を含む３年度内に、糖尿
病性腎症で受診なし

健診ハイリスク者（治療中・未治療）
● eGFR 59ml/分/1.73㎡以下 or 尿蛋白±以上
かつ
・HbA1c6.5以上 or 空腹時血糖126以上
※未治療者は、糖尿病治療が開始されていない者
治療中断者
● eGFR 59ml/分/1.73㎡以下 or 尿蛋白±以上
かつ
・HbA1c6.5以上 or 空腹時血糖126以上
※過去糖尿病治療歴があるが、直近１年間の受診がない者

循環器病ＣＫＤ重症化予防事業 糖尿病性腎症重症化予防NEW
（４）抽出条件

令和７年度事業実施報告について

抽出条件に薬剤（高血圧治療薬）や
加算（生活習慣病管理料等）等

を設定
↓

市町村でのレセプトチェックの
事務負担軽減
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生活習慣病等の発症予防・重症化予防の取組の実施状況（令和６年度の実施状況を評
価）
① 生活習慣病（高血圧、糖尿病、脂質異常症）、脳血管疾患や心疾患等の循環器病、
糖尿病性腎症及び慢性腎臓病（CKD）等の発症予防・重症化予防の取組において、
検査結果（BMI、血圧、HbA1c等）を確認し、アウトカム指標により評価している場合
② 糖尿病性腎症重症化予防プログラム（令和６年３月28日改定）を踏まえた
以下の基準を全て満たす糖尿病性腎症重症化予防の取組を実施している場合
※取組方法については、受診勧奨、保健指導、受診勧奨と保健指導を

一体化した取組等の中から地域の実情に応じ適切なものを選択する
１ 対象の抽出基準が明確であり、対象者の状態像に応じた取組であること
２ かかりつけ医と連携した取組であること
３ 保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること
４ 事業の評価を実施すること
５ 取組の実施に当たり、地域の実情に応じて各都道府県の糖尿病対策推進会議等との
連携
（各都道府県による対応策の議論や取組内容の共有など）を図ること
④ ②の基準を満たす事業を実施する場合であって、健診結果のみならず、
レセプトの請求情報（薬剤や疾患名）も活用し、糖尿病性腎症対象者の概数を把握した
上で、
特定健診受診者で糖尿病基準に該当（糖尿病性腎症含む）するが医療機関未受診の者及
び
特定健診未受診者で過去に糖尿病治療歴があり現在治療中断している者を抽出し、
受診勧奨を実施している場合

令和７年度国保保険者努力支援制度（取組評価分）共通指標を一部参考●対象者の抽出基準が確
●アウトカム指標により評価
●健診結果のみならず、
レセプトの請求情報（薬剤や
疾患名等）も活用
●治療中断者への受診勧奨
●かかりつけ医と連携
●県との連携 等

県がイメージしている循環器病CKD重症化予防事業

令和７年度事業実施報告について
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Ｒ６年度
101人Ａ市（人口約22万人）
６人Ｂ町（人口約１万人）

Ｒ６年度
338人Ａ市（人口約22万人）
18人Ｂ町（人口約１万人）

対象者数

○ 健診ハイリスク者

○ 治療中断者

治療中断者への
対策が課題

令和７年度事業実施報告について

●よりリスクが高い対象者に
確実にアプローチできるよう、
市町村が実施可能な対象者規模に設定

●アプローチ方法は
これまでの各市町村の取組のなかで
効果的な方法で実施（県で指定しな
い）

●初年度はまずできるところから、
対象者一覧のリスクの高い人を絞って
アプローチを始める

●市町村ヘルスアップ事業（補助金）
活用可
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今後のスケジュール（予定）
3月2月1月12月11月10月9月8月7月6

月5月R8.
4月3月2月R8.

1月

市町村

県
（保健福祉
事務所・セ
ンター）

モデル市町村事業
実施中

アドバイザー派遣等
支援

R8
モ
デ
ル
事
業
説
明
会

情
報
交
換
会

R８事業
計画立案・

提出

R７事業
報告書提出

R7糖尿病
県央

二次医療圏
連携会議

保健福祉事務所による研修
等

モデル市町村事業実施

市町
村へ
デー
タ提
供

アドバイザー派遣等支援
新 健診ハイリスク者及び治療中断者受診勧奨支援事業

R
9
モ
デ
ル
事
業
説
明
会

アドバイザー派遣調整

情
報
交
換
会

糖尿病
県央

二次医療圏
連携会議

保健福祉事務所による研修等

重症化予防ヒアリング
事業計画等市町村との共有

R9モデル実施
市町村公募

R9モデル事業
希望調査回答

R9モデル
事業実施
市町村
決定

足柄上地域連
携会議

（時期未定）

国保連合会委託
データ抽出

令和７年度事業実施報告について

アドバイザー派遣
希望調査回答


